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 Ⅲ．経  営  成  績 及 び 財 政 状 態 

 

 

１．経営成績 

 

 (1)当期（１５年３月期）の概況 

    

 ①電気事業の販売電力量 

わが国の電力需要は、気温の影響による冷暖房需要の伸びにより民生用需要が増加したこ

と、産業用大口需要において、化学・鉄鋼が高い伸びとなったほか繊維、窯業・土石を除く

すべての業種で前期実績を上回ったことなどにより、前期を上回って推移したため、民生用

と産業用を合わせた当期の電力需要は、堅調に増加していた電力需要が15年ぶりに減少した

前期から、再び増加に転じました。 

このような状況下、当社の販売電力量は、水力・火力合計では前期に対し 8.0%増の５４４

億ｋＷｈとなりました。水力は前期と同程度の渇水（出水率 91%）となり、同 0.3%増の８９

億ｋＷｈになりました。火力は、当期に磯子火力発電所新１号機が運転開始したこと等によ

り、同 9.6%増の４５５億ｋＷｈになりました。 

 

②収支の概要 

収入面では、水力で販売電力量の増による販売電力料収入の増加がありましたが、火力で磯

子火力発電所新１号機の運転開始等による増加があったものの、輸入炭火力料金改定等による

減少により、連結の売上高（営業収益）は前期に対し 1.6%減の５,８４１億円となり、経常収

益は同 1.4%減の５,８７４億円となりました。また当社単独の売上高（電気事業営業収益）は

５,４６２億円、経常収益は５,４９８億円となりました。 

 

一方、費用面では、火力の定期点検による修繕費の増加はあったものの、燃料価格の低下及

び人件費をはじめとするコストダウン等の要因により、連結の営業費用は前期に対し 5.0%減

の４,４９９億円となりました。これに営業外費用を加えた連結の経常費用は、財務費用の増

加等により 0.1%増の５,５１８億円となりました。また当社単独の営業費用は４,２１５億円、

経常費用は５,２２５億円となりました。 

 

以上の結果、連結の経常利益は３５５億円、当期純利益は２０７億円となり、当社単独の経

常利益は前期に対し 26.0%減の２７３億円となりました。前期には本店社屋流動化損等の特別

損失がありましたが、当期においては特別損失がなかったことから、当社単独の当期純利益は

前期に対し 16.4%増の１７１億円となりました。 

 

③配当 

当期の配当については、前期と同じく一株当たり６０円を実施することとしております。 
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 (2)１６年３月期業績予想 

平成１５年度の販売電力量は、供給計画に基づき、水力については豊渇水の影響を除き約１

００億ｋＷｈと見込んでおりますが、火力については前年度実績比約20%減の約３６０億ｋＷ

ｈになるものとの見通しを立てております。 

売上高につきましては、水力・託送料金の引下げ、火力利用率の低下及び火力料金定期更改

などを織込み、連結で５,５２０億円、当社単独で５,０４０億円になるものと見込んでおりま

す。 

経常利益につきましては、火力利用率低下による燃料費の減、償却進行に伴う減価償却費並

びに金利負担等の費用減の他、効率化等の自己努力などを見込み、連結で４１０億円、当社単

独で３３０億円となる見通しです。 

 

 

 

２．財政状態 

 

(1)資産、負債、資本の状況 

資産については、固定資産は減価償却の進行による減少などがあり、連結では前期末から６

６９億円減少して２兆１３９億円となり、これに流動資産を加えた当期末の総資産は前期末か

ら１，１８８億円減少して２兆１,９５９億円となりました。当社単独の当期末の固定資産は

１兆９，９６７億円、総資産は２兆１，３７７億円となりました。 

一方、負債については、借入金の返済等により、連結では前期末に比べ１,３５２億円減少

し当期末の負債総額は２兆２６２億円となり、有利子負債残高についても前期末から１,１３

６億円減少し、当期末は１兆８,９３９億円となりました。当社単独の当期末の負債総額は１

兆９,８４１億円となりました。 

また、当期末の資本合計は、連結では前期末に比べ１６０億円増の１,６８３億円となり、

当社単独の当期末の資本合計は１,５３６億円となりました。 

 

 

(2)連結キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、当社単独の売上高、連結子会社の外部売上とも減

少し、また、財務費用が増加したことなどから、前年度に比べ３３３億円減少の１,６７４億

円の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、子会社・関連会社株式の取得等による支出の増加

があったものの、常陸那珂火力の譲渡代金の収入及び建設工事投資額の減少などから、前年度

に比べ６６２億円減少の１１０億円の支出となりました。 

上記により得られたフリーキャッシュ・フロー１,５６４億円を活用し、借入金等の削減を

行なったことから、財務活動によるキャッシュ・フローは１,１７７億円の支出となり、現金

及び現金同等物が３８７億円増加しました。 


